
2017 2018 2019 2020 2021 判定 具体的理由

1-1-1-①-07-1 子育て わが子への未来便事業 ■ ■ ■ ■ ■ 市民窓口課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
2,193 申込件数 成果 60 件 未達成 見直し・改善

申請件数が少ないので見直し検討が必要。
渡したときの反応や，保護者へのモニタリングなどを参考に，窓口での対応やアプローチの仕方など，続け
るのであれば一歩踏み込んだ検討が必要。

1-1-1-⑦-01-1 子育て 家庭教育事業 ■ ■ ■ ■ ■ 生涯学習課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
5,565 子育て学習会参加者数 成果 450 人 目標達成 拡充・拡大 担当課の判定通り

1-1-2-③-02-1 子育て 学校生活支援員配置事業 ■ ■ ■ ■ ■ 指導室 継続 政策
自治

（単独事業）
23,307 － － － － 目標達成 見直し・改善 より効果的な事業実施が出来るよう見直し改善は必要。

1-1-2-③-02-2 子育て 心理相談員派遣事業 ■ ■ ■ ■ ■ 指導室 継続 政策
自治

（単独事業）
7,720 － － － － － 現状維持

担当課の判定通り
より効果的な事業実施が出来るよう見直し改善は必要。

1-1-2-③-03-1 子育て 学級経営充実事業（Q-U調査） ■ ■ ■ ■ ■ 指導室 継続 政策
自治

（単独事業）
8,329

Q-U調査による学校生
活満足群の割合

成果
小低65
小高66
中64

％ 未達成 現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-④-01-2 子育て
運動部活動外部指導者派遣支
援事業

■ ■ ■ ■ ■ 指導室 継続 政策
自治

（単独事業）
9,465 － － － － 目標達成 見直し・改善 教師の負担軽減のためにも、今後必要性が高くなっていくことが予想される。制度作りなど検討が必要。

1-1-2-④-04-2 子育て
いなしき子ども大学事業(アウト
ドア教室推進事業)

■ ■ ■ ■ ■ 生涯学習課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
3,845 自然体験学習の回数 活動 1 回 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
事業の周知方法等に改善が必要。

1-1-2-⑤-06-1 子育て 学校教育支援員配置事業 ■ ■ ■ ■ ■ 指導室 継続 政策
自治

（単独事業）
157,922 － － － － 目標達成 現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-⑤-06-2 子育て 特別支援教育支援員配置事業 ■ ■ ■ ■ ■ 指導室 継続 政策
自治

（単独事業）
265,168 － － － － 目標達成 現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-⑥-01-1 子育て 学校再編事業 ■ ■ ■ ■ 教育学務課 継続 政策
自治

（単独事業）
2,175,831

桜川地区小学校統合
のスケジュール

成果 校舎完成 - 目標達成 拡充・拡大
担当課の判定通り
2021年4月の桜川地区小学校開校に向けて事業を推進すべき。１０年先の人口動態を踏まえつつ事業の
実施が必要。

1-1-2-⑥-09-1 子育て 教育センター運営事業 ■ ■ ■ ■ ■ 指導室 継続 政策
自治

（単独事業）
30,006

教職員研修等の回数
及び参加人数

活動
研修150回，参

加2400人
－ 目標達成 見直し・改善

研修での利用率は向上しているが、場所が遠く通えない生徒がおり他の公共施設を利用してアウトリーチ
している現状がある。今後も継続して施設が必要か検証することが必要。

1-2-1-①-01-1 学び 生涯学習活動支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ 生涯学習課 継続 政策
自治

（単独事業）
20,872

生涯学習講座の延べ
参加人数

成果 1700 人 目標達成 現状維持
担当課の判定通り
事業の周知方法等に改善が必要。

1-2-1-③-01-2 学び 青少年健全育成事業 ■ ■ ■ ■ ■ 生涯学習課 継続 政策
自治

（単独事業）
8,576

名作映画上映会の鑑
賞者数

活動 630 人 目標達成 現状維持
担当課の判定通り
事業の周知方法等に改善が必要。

1-2-2-①-03-1 学び 各種スポーツ団体支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ 生涯学習課 継続 政策
自治

（単独事業）
41,665 加入団体数の維持 成果 60

団体
数

目標達成 現状維持
担当課の判定通り
支援する団体等の事業内容のチェックは必要。

1-2-2-①-04-1 学び スポーツ教室事業 ■ ■ ■ ■ ■ 生涯学習課 継続 政策
自治

（単独事業）
48,776

スポーツ教室の参加者
数

成果 330 人 目標達成 現状維持
担当課の判定通り
事業の周知方法等に改善が必要。

1-2-2-①-06-1 学び 茨城ＧＧ活動支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ 生涯学習課 継続 政策
自治

（単独事業）
20,708 後援会会員数 成果 360 人 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
事業効果の検証等、市民への説明責任が果たせるような評価が必要。

1-2-2-②-01-1 学び
東京オリンピック・パラリンピッ
ク誘致推進事業

■ ■ ■ ■
国体推進室（オ
リンピックキャン
プ誘致推進室）

■ 継続 政策
自治

（単独事業）
23,426

オリンピック事前キャン
プの誘致国数

成果 1 ヶ国
進捗がな
い。困難。

見直し・改善
担当課の判定通り
費用対効果の検証が必要。

1-2-2-②-02-1 学び 国体推進事業 ■ ■ ■
国体推進室（オ
リンピックキャン
プ誘致推進室）

継続 政策
自治

（単独事業）
45,220

競技啓発活動の実施
数

活動 4 回 未達成 拡充・拡大
担当課の判定通り
国体の成功に向け体制を整え、国体を通じて市民のスポーツ意識の向上を図れるよう取り組むべき。

内部評価

第１章 すくすく子育て学びのまちづくり
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継続

事業
の性質
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事業費
（千円）
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目標指標名
指標
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内部評価
新規
継続

事業
の性質

事業
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H29-H33
事業費
（千円）

※人件費除く

目標指標名
指標
種別

将来値 単位
目標指標
の評価

重点P施策コード 分野 事業名

事業実施年度

担当課

1-2-2-③-02-2 学び
江戸崎体育館整備事業（ス
ポーツ施設LED化事業）

■ ■ ■ ■ ■
江戸崎総合運
動公園

継続 政策
自治

（単独事業）
555,249

江戸崎体育館利用人
数

成果 64000 人 目標達成 見直し・改善 規模等の適正化を考え、メリハリのある投資を行うべき。施設使用料の見直しが必要では。

1-2-3-①-01-1 学び 文化協会各種事業 ■ ■ ■ ■ ■ 生涯学習課 継続 政策
自治

（単独事業）
37,877 文化祭の来場者数 成果 16000 人 目標達成 現状維持 担当課の判定通り

1-2-3-②-03-1 学び 文化財保存普及事業 ■ ■ ■ ■ ■
歴史民俗資料
館

継続 政策
自治

（単独事業）
7,400

埋蔵文化財包蔵地マッ
プの整備率

成果 100 ％ 未達成 現状維持
担当課の判定通り
事業の周知等改善は必要。

1-2-3-③-03-1 学び 平和推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 総務課 継続 政策
自治

（単独事業）
5,873 平和推進事業の充実 活動 3 回 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
事業の成果及び目標の再検討が必要では。

1-2-3-③-03-2 学び 姉妹都市交流事業 ■ ■ ■ ■ ■ 市民協働課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
25,610

海外派遣事業の参加
者数

活動 265 人 目標達成 現状維持
担当課の判定通り
事業効果について検証する必要あり。

2-1-1-③-05-1 福祉 障がい者の社会参加支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ 社会福祉課 継続 政策
自治

（単独事業）
8,001 支援団体数 成果 2 団体 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
事業の周知方法等に改善が必要。

2-1-1-④-01-1 福祉 障がい者支援サービス事業 ■ ■ ■ ■ ■ 社会福祉課 継続 政策
自治

（単独事業）
3,869,789 － － － － 未達成 現状維持 担当課の判定通り

2-1-1-④-04-1 福祉 「障がい者センター」運営事業 ■ ■ ■ ■ ■ 社会福祉課 継続 政策
自治

（単独事業）
173,073

ハートピアいなしき利用
人数

成果 55 人 目標達成 現状維持 担当課の判定通り

2-1-2-①-03-1 福祉 家族介護継続支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ 高齢福祉課 継続 政策
自治

（上乗あり）
46,954

紙おむつ支給事業利用
者数

活動 235 人 未達成 現状維持
今後の改善計画を見る限りは、現状維持では。
拡大しているのは需要であって、事業としては、同様なスタンスで進める。事業の周知方法など見直しは必
要。

2-1-2-②-02-1 福祉
高齢者の生きがいと健康づくり
推進事業

■ ■ ■ ■ ■ 高齢福祉課 継続 政策
自治

（上乗あり）
12,500

スポーツ大会等イベン
トへの参加者数

活動 3476 人 未達成 現状維持
担当課の判定通り
事業の周知方法など見直しは必要。

2-1-2-②-02-2 福祉 敬老事業 ■ ■ ■ ■ ■ 高齢福祉課 継続 政策
自治

（単独事業）
57,905 敬老者へのお祝い 活動

記念品贈呈・
敬老会開催

- 目標達成 見直し・改善
市役所が敬老会を実施しているのは，県内で稲敷市のみ。
社会福祉協議会の事業になっているところが多い。
今までのやり方では出来なくなっている。実施方法の見直しが必要。

2-1-2-②-03-1 福祉
シルバー人材センター助成事
業

■ ■ ■ ■ ■ 高齢福祉課 継続 政策
自治

（単独事業）
44,500

シルバー人材センター
会員登録者数

活動 280 人 目標達成 現状維持
担当課の判定通り
事業の周知方法など見直しは必要。

2-2-1-①-03-1 健康
妊産婦支援事業（不妊治療費
助成等）

■ ■ ■ ■ ■ 健康増進課 ■ 継続 政策
自治

（上乗あり）
28,750 － － － － 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
事業の周知方法など見直しは必要。

2-2-1-①-04-1 健康 電子母子手帳サービス事業 ■ ■ ■ ■ ■ 健康増進課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
3,240

電子母子手帳利用料
率

活動 700 人 目標達成 拡充・拡大
担当課の判定通り
事業の効果などの検証は必要。

2-2-1-③-01-1 健康 予防接種事業 ■ ■ ■ ■ ■ 健康増進課 継続 政策
自治

（単独事業）
405,415

定期予防接種の接種
率

成果 99 ％ 未達成 現状維持 担当課の判定通り

2-2-2-②-02-2 健康 健康相談事業 ■ ■ ■ ■ ■ 保険年金課 継続 政策
自治

（上乗あり）
18,815 健康相談の件数 成果 1400 件 目標達成 現状維持 担当課の判定通り

3-1-1-①-01-1
生活安
全

地域防災計画見直し事業 ■ ■ 危機管理課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
11,232 地域防災計画の見直し 活動 － - － 現状維持

事業としては現状維持で、適宜見直しを行うということではないのか？
公共施設の統廃合や来年度において組織の再編も予定しているので、事業期間を１年延長することも検討
が必要。
常に計画の見直しと市民への効果的な周知が必要。

3-1-1-③-01-1
生活安
全

大規模防災訓練事業 ■ 危機管理課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
17,593

大規模防災訓練の実
施

活動 ─ － 目標達成 完了
今後も市民の防災意識が高まる事業を検討していくべき。
多くの市民が参加し災害への意識向上を図る必要あり。

第２章 いきいき元気に暮らすまちづくり

第３章 ゆうゆう安心・安全に暮らすまちづくり
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内部評価
新規
継続

事業
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事業
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事業費
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目標指標名
指標
種別

将来値 単位
目標指標
の評価

重点P施策コード 分野 事業名

事業実施年度

担当課

3-1-1-③-02-1
生活安
全

防災協定の締結推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 危機管理課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
0
防災協定を結ぶ自治体
数

成果 5
市町
村

目標達成 拡充・拡大
担当課の判定通り
協定自治体を増やし有事に備えるべき。
遠隔の自治体との協定締結等さらなる改善が必要。

3-1-1-④-03-1
生活安
全

急傾斜地対策事業 ■ ■ ■ ■ ■ 建設課 継続 政策
自治

（単独事業）
5,075 砂防対策 － 砂防対策 － 未達成 現状維持

担当課の判定通り
予防策や危険個所の周知等改善が必要。

3-1-1-⑤-02-1
生活安
全

防災教育推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 教育学務課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
3,195

ジュニア防災検定合格
者数

成果 100 ％ 目標達成 現状維持
担当課の判定通り
事業の検証は必要。

3-1-2-④-04-1
生活安
全

稲敷市通学路交通安全プログ
ラム実施事業

■ ■ ■ ■ ■ 教育学務課 継続 政策
自治

（単独事業）
12,280

通学路交通安全プログ
ラムに基づく通学路の
安全対策実施率

成果 100 ％ 未達成 現状維持
担当課の判定通り
事業の効率的な実行手段等、常に改善は必要。

3-1-3-②-01-1
生活安
全

地域防犯環境改善事業 ■ ■ ■ ■ ■ 危機管理課 継続 政策
自治

（単独事業）
6,510

青色防犯パトロール講
習会受講者数

成果 470 人 目標達成 現状維持
担当課の判定通り
効果的な事業実施が必要。

3-1-3-②-02-1
生活安
全

防犯カメラ設置事業 ■ ■ ■ ■ ■ 危機管理課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
32,408 防犯カメラ設置数 成果 55 基 目標達成 見直し・改善

犯罪の抑止力となる防犯カメラを計画的に設置し増設できるよう検討すべき。
費用対効果の検証が必要。

3-1-3-④-01-1
生活安
全

空き家対策事業 ■ ■ ■ ■ ■ 危機管理課 継続 政策
自治

（単独事業）
12,208 市内の空家率 活動 2.6 % 未達成 現状維持

担当課の判定通り
空き家バンクと連携すべき。
先進自治体等調査を実施しより効果的な運用ができるようにする必要あり。

3-1-3-⑤-01-1
生活安
全

消費者行政事業（消費生活セ
ンターに関する経費）

■ ■ ■ ■ ■ 商工観光課 ■ 継続 政策
自治

（上乗あり）
15,388 消費生活相談 活動 250 件数 目標達成 現状維持 担当課の判定通り

3-1-3-⑤-04-1
生活安
全

消費生活に関する情報提供 ■ ■ ■ ■ ■ 商工観光課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
0 情報提供回数 活動 25 回 － 現状維持

担当課の判定通り
事業の周知方法等に改善が必要。

3-1-3-⑤-05-1
生活安
全

消費生活に関する出張啓発 ■ ■ ■ ■ ■ 商工観光課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
0 出前講座の実施回数 活動 30 回 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
事業の周知方法等に改善が必要。

3-1-3-⑥-01-1
生活安
全

消費者リーダー ■ ■ ■ ■ ■ 商工観光課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
2,275 消費者リーダーの人員 成果 27 人 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
事業の周知方法等に改善が必要。

3-2-1-①-01-2
環境保
全

農作物有害鳥獣駆除対策事業 ■ ■ ■ ■ ■ 農政課 継続 政策
自治

（単独事業）
5,140 有害鳥獣の被害撲滅 成果 1600 a 目標達成 現状維持 担当課の判定通り

3-2-1-①-03-1
環境保
全

鳥獣保護事業 ■ ■ ■ ■ ■ 環境課 継続 政策
自治

（単独事業）
6,532 オオヒシクイの飛来数 成果 135 羽 未達成 現状維持

担当課の判定通り
県、各種団体との更なる調整が必要。

3-2-1-③-01-1
環境保
全

環境衛生対策事業 ■ ■ ■ ■ ■ 環境課 継続 政策
自治

（単独事業）
161,150

ｽｽﾞﾒﾊﾞﾁによる重大事
故の発生件数

成果 0 件 目標達成 現状維持 担当課の判定通りだが、苦情件数が増える見通しがあれば、その対策を考えておくべき。

4-1-1-①-01-1
都市基
盤

都市計画事務事業 ■ ■ ■ ■ ■ 都市計画課 継続 政策
自治

（単独事業）
6,544 区域区分の見直し件数 成果 1 件数 未達成 現状維持

担当課の判定通り
人口減少対策における定住促進を踏まえた観点からの都市計画制度の在り方の検討が必要。

4-1-1-①-04-1
都市基
盤

圏央道ＩＣ周辺整備構想策定事
業

■ ■ ■ ■ ■ 政策企画課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
27,291

稲敷東IC周辺開発にお
ける基本構想策定

活動 － - 未達成 現状維持
担当課の判定通り
将来の人口動態及び経済状況等の分析を踏まえ、費用対効果の検証をした計画が必要。

4-1-1-①-04-2
都市基
盤

圏央道IC周辺整備構想策定事
業

■ ■ ■ ■ ■ 都市計画課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
0 検討回数 活動 1 回 未達成 現状維持

担当課の判定通り
政策的な観点からのIC周辺整備の検討が必要。
将来の人口動態及び経済状況等の分析を踏まえ、費用対効果の検証をした計画が必要。

4-1-1-①-04-3
都市基
盤

地区計画策定事業（下君山・松
山地区）

■ ■ 都市計画課 継続 政策
自治

（単独事業）
27,074

下君山・松山地区にお
ける地区計画策定

成果 策定 - 未達成 現状維持 担当課の判定通り

4-1-1-③-02-1
都市基
盤

地籍調査管理事業 ■ ■ ■ ■ ■ 建設課 継続 政策
自治

（単独事業）
14,149 地籍成果の管理 活動

地籍成果の管
理
－ 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
事務事業のボリュームを含め外部委託や嘱託職員の採用等費用対効果の検討が必要。

4-1-1-④-01-2
都市基
盤

同窓会応援プロジェクト事業 ■ ■ ■ ■ ■ 企業・人口 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
480 同窓会開催件数 活動 24 件 未達成 見直し・改善

同窓会支援の実績がない。周知方法や支援内容等の見直しを図るべき。
まずは開催件数を伸ばすことが大切ではないか。
事業自体の周知方法及び事業による効果の検証が必要。

第４章 わいわい快適に暮らすまちづくり
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2017 2018 2019 2020 2021 判定 具体的理由

内部評価
新規
継続

事業
の性質

事業
の分類

H29-H33
事業費
（千円）

※人件費除く

目標指標名
指標
種別

将来値 単位
目標指標
の評価

重点P施策コード 分野 事業名

事業実施年度

担当課

4-1-1-⑤-01-2
都市基
盤

三世代同居リフォーム支援事
業

■ ■ ■ ■ ■ 企業・人口 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
6,600 三世代同居世帯数 成果 11 世帯 未達成 見直し・改善

申請者のニーズに対応すべき。
一部の受益者ということであれば、子育て支援もそれに該当する。大切なのは、稲敷の実情に合っている
かということではないか。また、市内一様に出すのではなく、住むところとそうでないところの差を付けるなど
の工夫は必要では。費用対効果の検証が必要。

4-1-1-⑤-01-3
都市基
盤

社宅等整備支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ 企業・人口 継続 政策
自治

（単独事業）
5,700 転入者数 成果 70

延べ
人数

未達成 見直し・改善

現状は実績がない。企業に対して調査（ニーズがあるのか、活用できない支援内容なのか等）を行い、場
合によっては社宅補助以外の支援を検討すべき。
企業側のニーズとは会っていないのではないか。
費用対効果の検証が必要。

4-1-1-⑤-02-2
都市基
盤

空き家バンク促進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 企業・人口 継続 政策
自治

（単独事業）
13,600

空き家バンクリフォーム
件数

成果 17
延べ
件数

未達成 見直し・改善
今後の重要課題である。お金でなく、一本釣り的に手間をかけての対応が必要ではないか。
事業の効果を検証し課題があれば改善する必要あり。

4-1-2-①-01-1
都市基
盤

国道バイパス整備に伴う市道
整備事業【市道（桜）１２６８号
線】

■ ■ ■ ■ ■ 建設課 継続 政策
自治

（単独事業）
75,100 事業進捗率 成果 100 ％ 未達成 現状維持

担当課の判定通り
地元要望等による事業の拡大が生じる場合については費用対効果を十分に検討する必要がある。

4-1-2-①-02-2
都市基
盤

市道（江）3001号線改良事業 ■ 建設課 継続 政策
自治

（単独事業）
45,000 事業の進捗率 活動 ─ ％ 目標達成 完了 事業の完了

4-1-2-①-02-3
都市基
盤

市道(東)Ⅱ－11号線改良事業 ■ ■ ■ ■ ■ 建設課 継続 政策
自治

（単独事業）
686,450 事業の進捗率 活動 70 ％ 未達成 現状維持

担当課の判定通り
新たな財源の確保や事業内容を見直すなど、総事業費の縮減が図れるよう検討すべき。
地元要望等による事業の拡大が生じる場合については費用対効果を十分に検討する必要がある。

4-1-2-②-01-1
都市基
盤

道路維持補修事業 ■ ■ ■ ■ ■ 建設課 継続 政策
自治

（単独事業）
1,640,807 市道の舗装率 活動 60.6 ％ 未達成 現状維持

担当課の判定通り
管理手法について検討の余地があるのではないか。
地元要望等による事業の拡大が生じる場合については費用対効果を十分に検討する必要がある。

4-1-2-②-03-1
都市基
盤

道路橋梁管理事務事業 ■ ■ ■ ■ ■ 建設課 継続 政策
自治

（単独事業）
95,818 道路台帳のデジタル化 活動 30 ％ 未達成 現状維持

担当課の判定通り
運用方法や費用対効果の検証が必要。

4-1-2-②-03-2
都市基
盤

河川維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■ 建設課 継続 政策
自治

（単独事業）
53,460 河川維持除草工事 活動 8000 ｍ 未達成 見直し・改善

担当課の判定通り
河川の継続的な維持を図るとともに、災害時における管理河川の改修計画について検討すべき。

4-1-2-③-01-1
都市基
盤

サイクリング環境整備事業 ■ ■ ■ ■ ■ 政策企画課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
11,148

サイクリングによる交流
人口

成果 6000 人 目標達成 現状維持
担当課の判定通り
事業の周知方法を踏まえ、観光施策等に波及する事業展開が必要。

4-1-2-④-01-1
都市基
盤

新交通システム事業 ■ ■ ■ ■ ■ 政策企画課 継続 政策
自治

（単独事業）
51,122

公共交通利用者数の
増加

活動 140000 人 目標達成 現状維持
担当課の判定通り
合意形成については，可能な限り丁寧な説明を行うべき。
費用対効果と市民の「満足度」ではなく「納得度」の視点での事業展開が必要。

4-1-2-④-02-1
都市基
盤

地域公共交通対策事業 ■ ■ ■ ■ ■ 政策企画課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
11,740

公共交通利用者数の
増加

活動 140000 人 目標達成 現状維持
担当課の判定通り
合意形成については，可能な限り丁寧な説明を行うべき。
費用対効果と市民の「満足度」ではなく「納得度」の視点での事業展開が必要。

4-1-2-④-04-1
都市基
盤

公共交通結節点維持事業 ■ ■ ■ ■ ■ 政策企画課 継続 政策
自治

（単独事業）
5,795 公共交通利用者 活動 140000 人 目標達成 見直し・改善

再編方針の中で，江戸崎バスターミナルが今後も市の公共交通の起点となる場合に限り，新規投資を行う
べき。
ターミナル機能は現在の場所なのか不明。
民間による整備等再検討する必要あり。

4-1-2-⑤-01-1
都市基
盤

稲敷エリア広域バス運行事業 ■ ■ ■ ■ ■ 政策企画課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
26,820

便当たりの広域バス利
用者数

－ 7
人／
便

未達成 見直し・改善

担当課の判定通り
系統数の見直し等コスト削減の取組は必要であるが，数少ない市外アクセス路線であり，可能な限り存続
を検討すべき。
費用対効果と市民の「満足度」ではなく「納得度」の視点での事業展開が必要。

4-1-2-⑤-02-1
都市基
盤

高速バス誘致推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 政策企画課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
39,553

市内に停留所のある高
速バス路線数

活動 2 路線 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
（委託や補助も含め）自分たちで運行するのか，近隣市町村に停留所を持つ高速バスを利用するため，当
該停留所までのアクセス路線を整備するのか，コスト面からの検討が必要。

4-1-4-①-01-1
都市基
盤

自己水源更新対策事業 ■ ■ ■ 水道課 継続 政策
自治

（単独事業）
184,753 自己水源の更新 成果 更新完了 － 未達成 拡充・拡大

担当課の判定通り
県水の価格が水道料金に大きく反映されることから、早急に自己水源の更新をはかるべき。
需要と供給を踏まえコスト管理が必要。

4-1-4-②-01-1
都市基
盤

水道施設更新事業 ■ ■ ■ ■ ■ 水道課 継続 政策
自治

（単独事業）
622,763 水道管耐震化率 成果 14.1 ％ 目標達成 現状維持

ストックマネジメントに沿って整備を推進すべき。
計画的な修繕・更新の実施が必要。

4



2017 2018 2019 2020 2021 判定 具体的理由

内部評価
新規
継続

事業
の性質

事業
の分類

H29-H33
事業費
（千円）

※人件費除く

目標指標名
指標
種別

将来値 単位
目標指標
の評価

重点P施策コード 分野 事業名

事業実施年度

担当課

4-1-4-③-01-3
都市基
盤

未加入者加入推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 水道課 継続 政策
自治

（単独事業）
16,200 水道普及率 成果 75.8 ％ 未達成 見直し・改善

普及率向上が図れるよう補助内容や啓発も含め見直すべき。一律の考えではなく、もう少しメリハリの効い
たやり方を検討すべきではないか。

4-1-4-⑤-02-1
都市基
盤

排水設備工事資金補助事業 ■ ■ ■ ■ ■ 下水道課 継続 政策
自治

（単独事業）
19,112 下水道接続の接続率 活動 72 ％ 未達成 見直し・改善 担当課の判定通り接続促進を図るため、制度内容を見直すべき。費用対効果の検証が必要。

4-1-4-⑥-02-3
都市基
盤

下水道の維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■ 下水道課 継続 政策
自治

（単独事業）
1,667,267

下水道設備維持管理に
おける緊急対応件数

活動 7 件 未達成 見直し・改善
担当課の判定通り
予防保全課型へ順次移行すべき管理体制の見直しを図るべき。また、コスト削減に向けた取り組みが必
要。

4-2-1-①-01-1
産業観
光

土地改良事業 ■ ■ ■ ■ ■ 農政課 継続 政策
自治

（上乗あり）
1,560,010 － － － － － 現状維持 担当課の判定通り

4-2-1-①-01-2
産業観
光

土地改良区等に対する流域負
担事業

■ ■ ■ ■ ■ 農政課 継続 政策
自治

（単独事業）
71,900 － － － － － 現状維持 今後，経常的な負担となるのであれば，算出根拠等を明確にしておく必要がある。

4-2-1-②-01-2
産業観
光

農業経営所得安定対策事業 ■ ■ ■ ■ ■ 農政課 継続 政策
自治

（上乗あり）
843,644 過剰作付けの解消 成果 100 % 未達成 現状維持 担当課の判定通り

4-2-1-③-02-1
産業観
光

農業経営基盤強化促進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 農政課 ■ 継続 政策
自治

（上乗あり）
40,100 認定農業者数 活動 750 人 － 現状維持 現状維持

4-2-2-①-01-1
産業観
光

笑遊館の有効活用 ■ ■ ■ ■ ■ 商工観光課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
26,500

えどさき笑遊館の利用
状況

成果 5300 人 目標達成 現状維持
担当課の判定通り
事業内容の見直し等ニーズ変化にあった事業展開が必要。

4-2-2-①-02-1
産業観
光

商工業振興事業（商工会運営
補助）

■ ■ ■ ■ ■ 商工観光課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
79,195 商工会運営 成果 15920 千円 目標達成 現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-①-03-1
産業観
光

自治金融制度 ■ ■ ■ ■ ■ 商工観光課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
131,918

自治金融制度の利用
状況

成果 100 件 目標達成 現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-②-01-1
産業観
光

商工業振興事業（創業者支援） ■ ■ ■ ■ ■ 商工観光課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
5,591

創業者支援のための補
助単年度

成果 1 件 目標達成 現状維持
担当課の判定通り
事業の周知方法等に改善が必要。

4-2-2-③-01-1
産業観
光

企業立地推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 企業・人口 継続 政策
自治

（単独事業）
7,357

企業立地及び拡張相
談件数

成果 35 社 未達成 現状維持
担当課の判定通り
経済の動向予測など長期的な見通しによる事業の実施が必要。

4-2-2-③-01-2
産業観
光

産業拠点地区開発推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 企業・人口 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
1,328,084 工業団地の基盤整備 活動 基盤整備完了 － 目標達成 拡充・拡大

担当課の判定通り
重点プロジェクトとすべき。
経済の動向予測など長期的な見通しによる事業の実施が必要。

4-2-2-③-02-1
産業観
光

本社機能移転等支援事業 ■ ■ ■ 企業・人口 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
115,000 本社機能移転法人 成果 2 社 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
経済の動向予測など長期的な見通しによる事業の実施が必要。

4-2-2-③-03-1
産業観
光

江戸崎工業団地用地取得助成
事業

■ ■ ■ 企業・人口 継続 政策
自治

（単独事業）
26,000 助成金申請件数 成果 1 社 目標達成 現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-③-03-3
産業観
光

地域資源活用型産業創出事業 ■ ■ ■ ■ ■ 企業・人口 継続 政策
自治

（単独事業）
188,652 産業創出数 成果 7 社 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
事業の費用対効果の検証が必要。

4-2-2-③-03-4
産業観
光

市民のための創業支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ 企業・人口 継続 政策
自治

（単独事業）
7,000 創業社数 成果 2 社 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
事業の費用対効果の検証が必要。

4-2-2-⑤-01-1
産業観
光

求職情報発信 ■ ■ ■ ■ ■ 商工観光課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
1,933 企業登録 成果 30 件 目標達成 現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-⑥-02-1
産業観
光

観光協会との連携 ■ ■ ■ ■ ■ 商工観光課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
162,860 観光客数（入込客数） 成果 158500 人 未達成 見直し・改善 担当課の判定通り

4-2-2-⑥-04-1
産業観
光

フィルムコミッション ■ ■ ■ ■ ■ 商工観光課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
120 市内撮影件数 活動 5 件

進捗がな
い。困難。

現状維持 担当課の判定通り

第５章 がっちり市民と行政が連携するまちづくり
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2017 2018 2019 2020 2021 判定 具体的理由

内部評価
新規
継続

事業
の性質

事業
の分類

H29-H33
事業費
（千円）

※人件費除く

目標指標名
指標
種別

将来値 単位
目標指標
の評価

重点P施策コード 分野 事業名

事業実施年度

担当課

5-1-1-②-03-1
市民参
画

大学連携事業 ■ ■ ■ ■ ■ 政策企画課 継続 政策
自治

（単独事業）
8,800 産学官連携事業数 活動 3 事業 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
事業成果を重視した費用対効果の検証が必要。

5-1-1-③-01-1
市民参
画

市民協働指針策定事業 ■ ■ 市民協働課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
1,875 市民協働指針の策定 活動 指針策定 - 目標達成 現状維持

担当課の判定通り
指針・計画策定において市民側の視点を反映させる必要あり。

5-1-1-④-01-2
市民参
画

共同利用施設管理事業 ■ ■ ■ ■ ■ 市民協働課 継続 政策
自治

（単独事業）
67,672

共同利用施設の空調
設備更新施設数

活動 11 施設 目標達成 現状維持
担当課の判定通り
新利根独自の施設であるので、地区センターで所管してはどうか。他地区とのバランスを考慮する必要あ
り。

5-1-2-①-02-1
市民参
画

人権推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 社会福祉課 継続 政策
自治

（単独事業）
10,259 人権教室の開催数 活動 2 回 目標達成 現状維持 担当課の判定通り

5-1-2-②-03-1
市民参
画

地域改善対策事業 ■ ■ ■ ■ ■ 社会福祉課 継続 政策
自治

（単独事業）
33,252

運動団体主催研修会
参加１１回／年、市主
催研修会１回／年

活動 2 回 目標達成 現状維持 担当課の判定通り

5-1-2-③-04-1
市民参
画

男女共同参画推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 市民協働課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
7,680

男女平等社会に関する
講座回数

活動 10 回 目標達成 見直し・改善
担当課の判定通り
周知・啓発方法等改善が必要。

5-2-1-①-05-2 行財政
実施計画進行管理及び行政評
価実施事業

■ ■ ■ ■ ■ 政策企画課 継続 政策
自治

（単独事業）
43,126

実施計画策定事業割
合

活動 100 % 目標達成 見直し・改善
現在のやり方では年間サイクルが確立してもスクラップ等はできない。
各事業の分別及び目標指標の設定が不十分。

5-2-1-②-01-2 行財政 公共施設再編事業 ■ ■ ■ ■ ■
公共施設再編
室

継続 政策
自治

（単独事業）
1,315,156

公共建築の総量面積
削減割合（H28年度比）

成果 10 %
進捗がな
い。困難。

現状維持
担当課の判定通り
解体工事において落札率が大幅に低くなるケースが多く積算単価の再考が必要。

5-2-1-②-03-3 行財政 公共施設マネジメント推進事業 ■ ■ ■ ■ ■
公共施設再編
室

継続 政策
自治

（単独事業）
51,588

公共建築物長寿命化
計画の策定・実施フォ
ローアップ

成果 － － 未達成 現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-③-02-1 行財政 コールセンター事業 ■ ■ ■ ■ ■ 収納課 継続 政策
自治

（単独事業）
47,568

市税(市民税・固定資産
税・軽自動車税)の現年
度収納率向上

成果 98.9 ％ 未達成 現状維持
担当課の判定通り
委託先等コスト縮減及び費用対効果の検証は必要。

5-2-2-③-01-1 行財政 シティプロモーション推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 秘書広聴課 ■ 継続 政策
自治

（単独事業）
850 職員満足度調査 成果 95 ％ 未達成 拡充・拡大

担当課の判定通り
目標指標の調査方法について要検討。
民間企業との連携や外部委託等を踏まえより効果的な事業実施と事業成果の検証が必要。

5-2-2-③-05-1 行財政 ふるさと応援寄附金事業 ■ ■ ■ ■ ■ 政策企画課 継続 政策
自治

（単独事業）
3,572,530 ふるさと応援寄附者数 成果 30000 人 目標達成 拡充・拡大

担当課の判定通り
ふるさと納税によりPRした特産品を通常の売り上げ向上に繋げる新たな事業展開が必要。
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